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28 (298) 第 111巻 第 4号
ち今 日の対外経済政策の基艇理論- 当然なが ら,それはアメ1))J資本主義の
理論であろう- としての性格を明らかにする必要があると考えるO もちろん,
そうした作業は彼らの理論の資料たる現実に同様にわたし達 も接近しているこ






(1) プロダク ト･サイクル論- S ヒルシ1の場合
ヴァーノンの理論 (彼自身は仮説 hypothesISといっている)はプロダク ト･サイ
クル論 と特徴づけられている｡事実,彼のこの分野での代表的論文は1966年に
発表された "InternatlOnaH nvestmentandIntematlOnalTradeln ThePro-
ductCycle"i)であるO しかしヴァ-ノンを プロダク ト･サイクル論の創始者








2) G C Hufbauer,"TheImpactofNationalCharactenslCS& TeclmologyontheCom-
mod】tyComposltlOnOfTrad_eln MaIlufacturedGoods",m The TechZWZom Facter
inIntemat10naZTra(お.edbyR Vernen,1970,pp1451150参照｡-フ/､ワ′-が列挙す
る譜理論は 1 要素比率説 (-クシャ ,ーオリー ン).2 人間技憶説 (レオソチェ7,バグワッ
ティ.クレヴイス,キージング等),3.親襖03経済説 くオリー ン, ドT/-ソ,-7-ウア一,千
ーンソグ),4 生産段階説 (輸入代替学沢),5 技術格差説 (ヴァー ノソ,千-ノ-/グ,ボスナ
-,クレウイス),6 プT]ダクト サイクル説 (ヒルソ1,プアー //,ウェルズ, ソユトJ1-ウ
フ),7 選好類似説 (1)/ダー )である｡
プT=ダクト･サイクル論と対外直接投資 (299) 29
Iノノ,L T.ウェルズ,R B.シュ トポウフを含め, さらにヴァーノンを5
番 目の技術格差論 Teclm ologicalgaptheory にも含めている3'｡ 技術格差諭
はプpタク ト･サイクル論の分野に吸収し得る0)で,まず, プロタク ト･サイ
クル論 として, ヒル シ ュとヴァ-ノ/をとりあげるだけで本稿の限定 された課
題からは十分であろう｡
ヒルシlは図 Ⅰのようなカ 国1 プロタクト.サイクル ･カーフ
-フを措いたが,それはS ク
ズネッツの実証研究からヒン





を問わず拡大す るから,ある 出所) S HlrSh,LocatwnQfI,uiusl,ya,d Z"le,一
商品は研究,開発された新商 natwnaZCoTnPetuiUeneS∫,1967,p17
品 new productとして市場を流通する段階 (新生期)から,次に大量生産,大
量販売される段階 (成長期)を経過 して,やがて需要がかつての伸長をみせず生
産技術 も標準化される段階 (成熟期)に至 り,そして完全な代替製品 (新製品)が
現われるならは,やがて生産は停止され市場から姿を消し,次の新製品のサイ
クルが開始 される｡ ヒルシ1は各段糟の特徴を5つの標識からまとめた表 1を










30 (300) 第 111巻 第4号
表 1 プロダクト･サイクルの特敏
出所) S TilTRh,q♪ czt,p 23
蓑 2 プロタクト･サイクルにおける要素費用と比較優位



























6) 比 較 優 位




るo第 1はアメ1)カのように経済的に最 も進んだ先導的工業国(A),第 2はオラ
プロダクト･サイクル論と対外直接投資 (301) 31
ソダ,スイス,イスラエルのように原材料に乏しく貿易依存度の高い先進EEuD),
第3はイソ ド,香港, トル コのように工業化の最初の段階を経過した低開発国
(I,)である0 5つの生産要素は軌 D),(IJ)の3国に異なった比率で抗存 して由 り,
それを相対価格で表現すれば表 2の中央欄のようになるとヒルシュは考える｡
次にプ1=ダク ト･サイクルの 図2 製品の段階と輸出入変化


















(l) ヴ -,- ノンの場合 60
40

































6) R Vemon,"TheEcolOmlCConsequencesofU S ForelgnDlreCtInvestment",1971.
1nTheEco710mWandPoltZCalConsequencesOfMultLTtatLOnalEnterqtseAnAntho-
logy,by良 VerLIOn.1972,pp52-54


















しかし, こうした原理への平等な接近ということと, それを市場性 のある製
品へ具体化するということとは別ものである｡企業化の機会に誰 もが平等に気






7) S HlrSh,op cd,p40Flgure3参風⊃
8) 良 Veェ⊥TOl〔1〕pp 191-2
9) Iaid,p 193_
















































































































22) S ITTrfJl,Of･I:lL p 127
23)1bzd,p 130 ヒルシlは外国籍企業化を避けたために世界市場におけるボンソヨ/を低下さ
せた産業の例としてスイス時計産業をあげ.小国のいましめとしている｡pD 128-9.参陥｡
24) 小島清,世界貿易のパタ-ソと再蘇成,前出｢世界経済と貿易政策｣ (以下小島清 〔1〕)66べ
一 丁ノ｡


























28) 小島情,海外直接投資の新理論- アメリカ型と日本型- ,｢一棟論叢｣第65巻第6号,1971
年6月,(以下小島滑 〔3〕と略),密漁,
29) 小島清,輸入代替･輸出化成功の条件- プFlダクト･サイクル論の批判と展開- ｢一橋論
叢｣鮮63巻舘3号,1970年 3月,(以下小島漕 〔2〕と略),295ペ ジー｡
プロダクト サイクル諭と野外直接投資 〔309) 39
枠組内で比較優位を決定する論理を主張している90㌔
第 2の批判点は ｢新理論｣の第 3の特徴づけとも関連 しているが, プロダク
ト･サイクル論の ｢1財だけに視野を限 り, どこでよりやす く生産できるかを













したがって, プロダク ト･サイクル論は ｢他財との関連を考慮にいれない ミ
ク.=的部分均衡論的接近｣38)であ り ｢国際分･業論 とはいえない｣34'とい う批判を
受けざるを得ないとしているO
第 3の批判点はプロダクト サイクル論の実証素材となった製品に向けられ
ている｡ 合成物質の諸鹿田BIJ品目 (-フパウアー)35), 電子工業産業,合成結晶産
莱 (ヒノしンユ),各種耐久消費財産業 (ウェルス)といった ｢花形商品の分析 とい













































小島教授の第 1の批判はヒル シiの3国 ･3財 15生産要素モデルのプtJダ
クト･サイクル論に向けられたものであるOこうしたモデルによる ｢比較優位
















































































44 (314) 第111巻 第4号
している｡それは次のような資料によるものだった｡各産業の売上高に占める














出所)W Cruder,D Mehta.R Vernol,laid,p32
47) ｡払 Zd,pp_22-25



























50) W Gruber,D Mehta,氏 Vcrnon,op cat,P 21
51) Ibid,p 31.


























52) 1bid,p 196,p 204
53) BertlOhlLn,ZntematわnaZTra`由,1933.p67邦訳人柄保重 ｢貿易理論-域除および国際
貿易｣1970年,71ペ ジー｡
プ TJタク ト -.)イクル論 と対外直接投資 (317) 47
越える程,ブルジョア社会と衝突し,国家という障害に遭遇する機会は増大す
る｡ ヴァ-ノソがプロダクトサイクル論から寡占競争論に移 った時,次に直面
した問題が巨大企業と国家の関係の問題であった｡この領域は本来は ｢企業の
行動理論｣からは遠 く離れた世界経済論の領域である｡しかし, ヴァ-ノソは
この領域に足を踏み出さざるを得ないのである｡次に,私たちはヴァ-ノンの
国際直接投資 と国家主権 sovereigntyとの関係についての理論的主張を検討す
るであろう｡
